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平成２８年度（第１８期）決算について 

 

東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本）の平成２８年度（第１８期）
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１． 事業の概況 

情報通信市場では固定・移動ブロードバンドを活用した様々な機器の普及・浸透

に加え、クラウドサービスやＡＩ（※1）、ビッグデータ（※2）、ＩｏＴ（※3）等の

技術の進歩による新たなサービスの登場を通じて、人々の生活における利便性や各産

業における生産性の向上等、幅広い変化が起きています。一方で、高度化・複雑化す

るサイバー攻撃に対するセキュリティ強化、災害対策への取り組み強化や安心・安全

な社会システムの運営等、情報通信の役割はより重要となってきており、こうした動

きは世界的な広がりを見せています。 

地域通信市場においても、ブロードバンドサービスにおける競争の激化に加え、

多様な無線端末を利用した新たなサービスの拡大、それに伴うお客様の利用用途の多

様化、データ通信量の増加によるオフロード（※4）ニーズの伸長等、大きく変化し

てきています。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境の中で、情報通信産業の責任あ

る担い手として、コンプライアンスを徹底し、公正競争条件の厳格な確保に努めると

ともに、経営基盤の安定・強化を図りつつ、良質かつ安定的なユニバーサルサービス

の提供、災害に強い通信ネットワークの構築、大規模自然災害等の際の迅速な復旧等

の取り組みを通じて社会的インフラとしての信頼性の確保に努めてまいりました。 

また、新しいサービス・商品の提供ならびにお客様にとって“使いやすい”、“よ

り長くご利用いただける”料金メニューの提供等を通じて、ブロードバンド環境の充

実と更なる利用層拡大に努めてまいりました。 

 

①光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

ブロードバンドサービスにおける競争が激化する中、「フレッツ光」（※5）の普及

拡大や継続利用の促進、また、お客様ニーズへの対応に向けて、当社より光アクセス

サービス（フレッツ光）等の提供を受けた事業者様が、自社サービスと光アクセスサ
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ービス等を組み合わせて、新たなサービスをお客様へ提供する「光コラボレーション

モデル」の取り組みを強化しました。 

「光コラボレーションモデル」については、新規参入事業者様を積極的に開拓し、

支援することによる新規需要創出とリテンション強化、関連するオペレーションの早

期安定運用と効率化の促進に努めてまいりました。 

   「光コラボレーションモデル」をご活用いただいている事例については、株式会社

飯田ケーブルテレビ様との協業により、当社が提供する「フレッツ光」または光コラ

ボレーション事業者様が提供する光アクセスサービスを利用して、株式会社飯田ケー

ブルテレビ様が提供する放送サービスを視聴できるサービス「飯田ケーブルテレビ＆

フレッツ光」を 2016 年 4 月 27 日より提供開始いたしました。 

   同様に、狭山ケーブルテレビ株式会社様との協業により、「さやまケーブルテレビ

＆フレッツ光」を 2017 年 3 月 25 日より提供開始いたしました。 

これに加え、ＨＥＭＳ（※6）を活用した家電制御、「フレッツ・ＶＰＮゲート」を

用いた次世代警備ネットワークの構築、その他、学習塾、介護等、様々な業種の事業

者様とのコラボレーションにより、様々な分野でのＩＣＴ利活用促進を図った結果、

「光コラボレーションモデル」は、470 社を超える事業者様にご活用いただいており、

「光コラボレーションモデル」の光アクセスサービス（コラボ光）契約数が 2017 年 1

月 29 日に 500 万を突破し、光アクセスサービス「フレッツ光」・「コラボ光」の契約

数は固定電話施設数を上回り 2016 年 10 月 31 日に累計 1,100 万契約を突破いたしま

した。 

 

②ソリューションビジネスの取り組み 

企業等のお客様に対し、業界や業態等に応じた特性やニーズに応じた新たなサービ

スやソリューションを提供し、ブロードバンドサービスの普及拡大、ＩＣＴ利活用促

進に取り組みました。 
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ⅰ．企業のお客様向けのＷｉ－Ｆｉサービスについては、サポート付き簡単Ｗｉ－Ｆ

ｉサービス「ギガらくＷｉ－Ｆｉ」を提供中でありますが、外出先や自宅等からモ

バイル端末を通じてオフィスＬＡＮへの接続が可能となるリモートアクセス装置

と、その導入から運用までのサポートを組み合わせて提供する「リモートアクセス

オプション」、アクセスポイントにＬＡＮケーブル経由で給電するＬＡＮ給電装置

とそのサポートを提供する「ＬＡＮ給電オプション」を 2016 年 4 月 1 日より提供

開始いたしました。 

 

ⅱ．クラウドサービスについては、ネットワークカメラの映像をリアルタイムでモニ

タリングでき、録画データをいつでもどこでも閲覧・確認ができるクラウド型カメ

ラモニタリング・録画サービス「ギガらくカメラ」を 2016 年 4 月 25 日より提供開

始いたしました。 

また、クラウド上でアプリケーションを簡単・セキュアに利用したい企業のお客

様向けに、インターネットを経由せずにクラウドサービスへ接続する機能と、アプ

リケーションサーバをパッケージ化し、従量課金制にて提供するサービス「クラウ

ドゲートウェイ アプリパッケージ」を2016年9月1日より提供開始するとともに、

信頼性の高い閉域ネットワーク経由でクラウドサービスを利用したい企業のお客様

向けに、当社が提供するフレッツ・ＶＰＮサービスからクラウドサービスへの接続

を可能とする定額制のネットワークサービス「クラウドゲートウェイ クロスコネク

ト」を 2016 年 10 月 11 日より提供開始いたしました。 

さらには、インターネットに不慣れなシニア層等に自社サービスの展開を図りた

い企業のお客様向けに、タブレット端末のより直感的な操作を実現する大きなボタ

ンを用いた初心者向けポータル機能や、オンラインショッピングサイト等への自動

ログイン機能等のプラットフォームを提供するほか、電話サポート・遠隔サポート

を提供するクラウドサービス「かんたんタブレットサービス」を 2016 年 6 月 28 日

より提供開始いたしました。 
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ⅲ．基本的なＩＣＴ環境をまとめてご用意したいという要望に対しては、インターネ

ット回線・Ｗｉ－Ｆｉ環境・セキュリティ対策に加え、ＩＣＴ環境に関する相談窓

口や 24 時間 365 日の故障受付対応等のサポートメニューをひとまとめにした、「ま

るらくオフィス」を 2017 年 3 月 31 日より提供開始いたしました。 

 

ⅳ．業界に特化したサービスについては、介護事業者様向けにロボットメーカー各社

が提供するコミュニケーションロボットを活用して、会話機能やカメラ撮影機能等

のアプリケーションサービスをクラウド上で提供するクラウド型ロボットプラッ

トフォームサービス「ロボコネクト」を 2016 年 9 月 1 日より提供開始いたしまし

た。 

また、家庭等の電力利用情報を利活用したサービスを実現するため、ＨＥＭＳサ

ービス提供事業者様からＨＥＭＳ情報を集約し統一されたデータ形式に変換した上

で、ＨＥＭＳ情報利活用事業者様に提供するプラットフォームサービス「ＨＥＭＳ

情報コネクト」を 2016 年 10 月 14 日より提供開始いたしました。 

 

ⅴ．地域課題の解決に向けては、先端技術を使った新たな映像体験や観戦スタイルの

提供、スポーツを契機とした地域全体の活性化に向けた取り組みとして、ＮＡＣＫ

５スタジアム大宮にて、ＩＣＴを活用した、「スマートスタジアム」サービスを 2016

年 7 月 2 日より提供開始いたしました。 

また、東京都様からの委託により光エリア化されていない「東京都島しょ５村６

島」をつなぐ海底光ケーブルの整備・保守等を 2016 年 5 月から開始しており、今後、

光ブロードバンド環境を「観光」「教育」「エネルギー」等の分野で活用し、ＩＣＴ

によるまちづくりの推進に貢献してまいります。 

 

③事業運営体制の状況 

当社は、電気通信サービスを狙ったサイバー攻撃への一層の対応強化をめざし、電
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気通信設備に関わる平時・有事の一元的な対応を実現するため、設備部門である「ネ

ットワーク事業推進本部」内に「ネットワークセキュリティ推進室」を設置いたしま

した。 

 

④ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

当社は、情報通信サービスの提供を通じて、地球環境に優しく、社会の健全で持続

的な発展に寄与していくことを企業の社会的責任と認識し、ＣＳＲ活動をＮＴＴ東日

本グループにおける事業運営の重要な柱の一つと位置づけ、豊かな社会の実現に向け

た各種サービス、ソリューションの提供に加え、ⅰ国民生活に欠かせない重要なイン

フラとしての高い安定性と信頼性の確保、ⅱ公正競争の確保、個人情報保護、適正な

広告表示、労働者派遣をはじめとした各種法令等の遵守、ⅲ社会全体の環境負荷低減

に貢献する情報通信サービスの提供や省エネルギー化・省資源化、節電による環境負

荷軽減等、様々な社会的課題の解決等に取り組みました。 

これらにあたっては、「ＮＴＴ東日本グループがめざしていく姿」を明確にしたう

えで、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成 18 年 6 月制定）の更なる浸透、ＣＳＲ活

動における重要テーマ毎に設定した「ＫＰＩ」（※7）に基づくＰＤＣＡサイクルの実

践等、情報通信のリーディングカンパニーに相応しいＣＳＲ活動を牽引するための取

り組みを展開してまいりました。 

具体的な取り組みの事例としましては、2016 年 8 月に発生した台風 10 号に伴う豪

雨により、川の氾濫、橋の崩落等が発生し、光ケーブルが多数切断となりましたが、

マルチヘリコプターの活用や迅速な光ケーブルルートの設計・切替により、早期に復

旧いたしました。 

また、災害時における通信手段を確保するため、自治体等と協議し、「災害時用公

衆電話（特設公衆電話）」の事前設置を進め、当事業年度末施設数は、前年同期比 0.9

万増の 4.0 万台となり、台風 10 号による災害時においても、お客様に安心・安全を

お届けできました。さらには、防災ソリューション等の提供を通じ、自治体様と共同
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で災害に強い街づくりをめざしております。 

さらには、当社の電報サービスにおける対象台紙の売上の一部寄附を通じて、仙台

市様が実施する「ふるさとの杜再生プロジェクト」の推進について覚書を締結するな

ど、自然環境保護活動の推進にも取り組みました。 

なお、「ＮＴＴ東日本グループＣＳＲ報告書２０１６」を発行することにより、ス

テークホルダーへの情報開示にも積極的に取り組みました。 

 

⑤営業収益等の状況 

以上の取り組み、およびコスト削減を行い、営業収益は 1兆 6,722 億円（前年同期

比 2.9％減）、営業利益は 1,891 億円（前年同期比 16.9％増）、経常利益は 2,044 億円

（前年同期比 17.9％増）、当期純利益は 1,496 億円（前年同期比 26.0％増）となりま

した。 

 

※1：Artificial Intelligence の略。人間の脳が行っている知的な作業をコンピューターで模倣した

ソフトウェアやシステム。 

※2：インターネットの普及やコンピューターの処理速度の向上等に伴い生成される、大容量のデジタ

ルデータ。  

※3：Internet of Things の略。今までインターネットに接続される事のなかったモノがインターネ

ットに接続されていく概念のこと。 

※4：通信量の増大により発生する通信速度の低下や繋がりにくさを解消するため、負荷を分散するこ

と。 

※5：「フレッツ 光ネクスト」、「Ｂフレッツ」、「フレッツ 光ライト」、「フレッツ 光 WiFi アクセス」

の総称（「光コラボレーションモデル」を含む）。 

※6：Home Energy Management System の略。エネルギーの「見える化」と一元管理を実現する、家庭

で使われるエネルギーを管理するシステム。 

※7：Key Performance Indicator の略。重要業績評価指標。目標の達成度合いを計る定量的な指標の

こと。 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ３９５，４１９ ３３９，６３１ △ ５５，７８７

　　　　空中線設備 ３，７９１ ３，６０４ △ １８７

　　　　端末設備 ３１，８０７ ２２，９４７ △ ８，８６０

　　　　市内線路設備 ８３５，４４６ ８６６，７２２ ３１，２７６

　　　　市外線路設備 ３，３５３ ２，８４３ △ ５１０

　　　　土木設備 ５９５，０５２ ５８８，６８３ △ ６，３６８

　　　　海底線設備 ８７２ ７３２ △ １４０

　　　　建物 ４２０，７９２ ４０９，８３５ △ １０，９５６

　　　　構築物 １６，９６４ １６，０３８ △ ９２５

　　　　機械及び装置 ３，２５４ ３，００６ △ ２４８

　　　　車両及び船舶 ５２８ ６４２ １１４

　　　　工具、器具及び備品 ４４，４５８ ４８，１８２ ３，７２４

　　　　土地 １９７，３１５ １９７，２４９ △ ６６

　　　　リース資産 ７５０ １，００１ ２５０

　　　　建設仮勘定 １７，６２６ １９，９８８ ２，３６２

　　　　有形固定資産合計 ２，５６７，４３３ ２，５２１，１１０ △ ４６，３２３

　　　無形固定資産 ８４，０１９ ８４，１２０ １００

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，６５１，４５３ ２，６０５，２３０ △ ４６，２２３

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 １３，０１６ １２，５８１ △ ４３５

　　　関係会社株式 ４６，６２２ ４６，６２２ －

　　　その他の関係会社投資 ３，７１２ ３，７０５ △ ６

　　　出資金 ４７３ ４５２ △ ２０

　　　長期前払費用 ３，７０７ ４，０２４ ３１７

　　　前払年金費用 ３，９７５ ３，０３０ △ ９４４

　　　繰延税金資産 １１２，０９７ １２５，２５４ １３，１５７

　　　その他の投資及びその他の資産 ３，８９９ ３，４４１ △ ４５７

　　　貸倒引当金 △ ９１３ △ ７７３ １４０

　　　投資その他の資産合計 １８６，５８９ １９８，３３８ １１，７４９

　　固定資産合計 ２，８３８，０４３ ２，８０３，５６９ △ ３４，４７３

　流動資産

　　現金及び預金 ８，６７５ ５，６０５ △ ３，０６９

　　売掛金 ２２４，１８１ ２３０，７３６ ６，５５４

　　未収入金 １１７，１０４ １１９，１０６ ２，００１

　　貯蔵品 ２６，２２１ ２６，００５ △ ２１６

　　前渡金 １，７７１ １，５１３ △ ２５８

　　前払費用 ７，８１４ ７，８８６ ７１

　　繰延税金資産 ７，１７８ ６，６７４ △ ５０３

　　預け金 １９６，５３２ ２８８，４６８ ９１，９３５

　　その他の流動資産 １０，９３９ １１，８５３ ９１４

　　貸倒引当金 △ ４４２ △ ３２７ １１４

　　流動資産合計 ５９９，９７７ ６９７，５２１ ９７，５４３

　資産合計 ３，４３８，０２１ ３，５０１，０９１ ６３，０６９

（平成28年３月31日） （平成29年３月31日）

 ２．比較貸借対照表 

科 目
第 17 期 第 18 期

増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ３６５，８３５ ２２５，２２０ △ １４０，６１５

　　リース債務 １，４１０ １，４９４ ８４

　　退職給付引当金 ２３５，９１９ ２４７，３６６ １１，４４６

　　ポイントサービス引当金 ８，５７４ ４，１４５ △ ４，４２９

　　未使用テレホンカード引当金 ８，６７１ ８，４６０ △ ２１１

　　環境対策引当金 ５，２８９ ３，６３７ △ １，６５２

　　資産除去債務 １，０９２ ９０２ △ １８９

　　その他の固定負債 ２１，６８２ ３４，６７２ １２，９８９

　　固定負債合計 ６４８，４７５ ５２５，８９８ △ １２２，５７６

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 ６５，１２０ １４０，６１５ ７５，４９５

　　買掛金 ８５，２２９ ８９，０２９ ３，７９９

　　リース債務 ４１７ ４５９ ４２

　　未払金 １９８，７６５ １９８，６２０ △ １４５

　　未払費用 １４，９５３ １５，６１３ ６５９

　　未払法人税等 １１，７９３ １４，１８６ ２，３９３

　　前受金 ７，６５７ ９，１８５ １，５２８

　　預り金 ２０３，９８３ ２１５，７５８ １１，７７４

　　前受収益 １０６ ９１ △ １４

　　環境対策引当金 ２，６０１ ２，２８５ △ ３１５

　　資産除去債務 － １ １

　　その他の流動負債 ２，８８０ ２，８８８ ７

　　流動負債合計 ５９３，５０８ ６８８，７３５ ９５，２２６

　負債合計 １，２４１，９８３ １，２１４，６３３ △ ２７，３４９

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３３５，０００ ３３５，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　　資本剰余金合計 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　特別償却準備金 １，６５７ １，０９２ △ ５６５

　　　　圧縮積立金 １３，１９７ １３，１９７ △ ０

　　　　繰越利益剰余金 ３４２，３３６ ４３３，１６９ ９０，８３３

　　　利益剰余金合計 ３５７，１９１ ４４７，４５９ ９０，２６７

　　株主資本合計 ２，１９１，９１８ ２，２８２，１８６ ９０，２６７

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 ４，１１９ ４，２７１ １５２

　　評価・換算差額等合計 ４，１１９ ４，２７１ １５２

　純資産合計 ２，１９６，０３７ ２，２８６，４５７ ９０，４１９

負債・純資産合計 ３，４３８，０２１ ３，５０１，０９１ ６３，０６９

科 目
（平成28年３月31日） （平成29年３月31日）

第 17 期 第 18 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，５８５，５８０ １，５３４，７４５ △ ５０，８３４

　営業費用

　　営業費 ３３５，４７５ ３１７，１６８ △ １８，３０７

　　運用費 ８，１８９ ７，８６９ △ ３１９

　　施設保全費 ３９１，８７１ ３８３，９９４ △ ７，８７７

　　共通費 ９２，２６９ ８６，２７４ △ ５，９９４

　　管理費 ８４，４８２ ８６，７３２ ２，２５０

　　試験研究費 ３９，６９６ ３８，８３７ △ ８５９

　　減価償却費 ３３７，４７４ ２９０，１９１ △ ４７，２８３

　　固定資産除却費 ５４，５６９ ５５，７２５ １，１５５

　　通信設備使用料 ２８，２８９ ２６，５６８ △ １，７２１

　　租税公課 ７２，４５５ ７４，２４１ １，７８５

　　営業費用合計 １，４４４，７７５ １，３６７，６０３ △ ７７，１７２

　電気通信事業営業利益 １４０，８０４ １６７，１４２ ２６，３３７

附帯事業営業損益

　営業収益 １３６，７２６ １３７，４９７ ７７０

　営業費用 １１５，７０２ １１５，５３４ △ １６８

　附帯事業営業利益 ２１，０２４ ２１，９６２ ９３８

営業利益 １６１，８２８ １８９，１０４ ２７，２７６

営業外収益

　受取利息 １３８ ２６ △ １１２

　受取配当金 ３，１６９ ３，２２６ ５７

　固定資産売却益 ７，７８９ １４，３６３ ６，５７４

　雑収入 ６，４１５ ２，６４７ △ ３，７６７

　営業外収益合計 １７，５１２ ２０，２６３ ２，７５０

営業外費用

　支払利息 ４，９８７ ４，６６９ △ ３１７

　雑支出 ９１４ ２６０ △ ６５３

　営業外費用合計 ５，９０１ ４，９３０ △ ９７１

経常利益 １７３，４３９ ２０４，４３８ ３０，９９８

特別損失

　事業譲渡損 ３，７５８ － △ ３，７５８

　特別損失合計 ３，７５８ － △ ３，７５８

税引前当期純利益 １６９，６８１ ２０４，４３８ ３４，７５６

法人税、住民税及び事業税 ４５，５８２ ６７，４６１ ２１，８７８

法人税等調整額 ５，３１２ △ １２，６８６ △ １７，９９９

当期純利益 １１８，７８６ １４９，６６３ ３０，８７７

 ３．比較損益計算書 

増 減 （ △ ）
平成28年３月31日まで 平成29年３月31日まで
平成27年４月１日から 平成28年４月１日から

第 17 期 第 18 期
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前事業年度  （自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 335,000 1,499,726 1,499,726 2,241 12,890 356,773 371,905 2,206,632 3,305 3,305 2,209,938

当期変動額

剰余金の配当      △ 133,500 △ 133,500 △ 133,500   △ 133,500

当期純利益      118,786 118,786 118,786   118,786

特別償却準備金の積立    67  △ 67 － －   －

特別償却準備金の取崩    △ 651  651 － －   －

圧縮積立金の積立     307 △ 307 － －   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        813 813 813

当期変動額合計 － － － △ 583 307 △ 14,437 △ 14,713 △ 14,713 813 813 △ 13,900

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 1,657 13,197 342,336 357,191 2,191,918 4,119 4,119 2,196,037

当事業年度  （自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 335,000 1,499,726 1,499,726 1,657 13,197 342,336 357,191 2,191,918 4,119 4,119 2,196,037

当期変動額            

剰余金の配当      △ 59,395 △ 59,395 △ 59,395   △ 59,395

当期純利益      149,663 149,663 149,663   149,663

特別償却準備金の積立    90  △ 90 － －   －

特別償却準備金の取崩    △ 655  655 － －   －

圧縮積立金の取崩     △ 0 0 － －   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        152 152 152

当期変動額合計 － － － △ 565 △ 0 90,833 90,267 90,267 152 152 90,419

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 1,092 13,197 433,169 447,459 2,282,186 4,271 4,271 2,286,457

繰越利益
剰余金

特別償却
準備金

その他利益剰余金

利益剰余金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

 ４．株主資本等変動計算書 

資本金
資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

株主資本

資本剰余金

圧縮積立金

株主資本

資本金

資本剰余金

株主資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金
特別償却
準備金

利益剰余金

その他
有価証券
評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

評価・換算差額等

圧縮積立金

評価・換算差額等

その他利益剰余金
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ４２７，８０２ ３９６，５１９ △ ３１，２８２ △ ７．３

（再）基本料 ３２１，１３７ ２９９，９９２ △ ２１，１４４ △ ６．６

（再）通話料 ３０，３１９ ２６，２７２ △ ４，０４６ △ １３．３

（再）相互接続通話料 ５１，１１８ ４５，６０６ △ ５，５１１ △ １０．８

　ＩＰ系収入 ８５５，４４４ ８５０，３８８ △ ５，０５６ △ ０．６

　専用収入（ＩＰ系除く） １０３，７６１ ９３，３０７ △ １０，４５４ △ １０．１

　電報収入 １２，８１２ １１，４２２ △ １，３８９ △ １０．８

　その他の電気通信事業収入 １８５，７５９ １８３，１０７ △ ２，６５１ △ １．４

電気通信事業営業収益合計 １，５８５，５８０ １，５３４，７４５ △ ５０，８３４ △ ３．２

附帯事業営業収益合計 １３６，７２６ １３７，４９７ ７７０ ０．６

営業収益合計 １，７２２，３０７ １，６７２，２４３ △ ５０，０６４ △ ２．９

 ５．営業実績 

第 17 期

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで 平成29年３月31日まで

科 目

第 18 期
増　減　額

（△）平成28年４月１日から
増　減　率

（％）
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(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 １６９，６８１ ２０４，４３８ ３４，７５６

　減価償却費 ３４２，７４４ ２９５，２００ △ ４７，５４４

　固定資産除却損 ２０，３３０ ２１，４１６ １，０８６

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 ３，３００ １１，４４６ ８，１４５

　売上債権の増加（△）又は減少額 １４，２３２ △ ８，５５２ △ ２２，７８４

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 ４，６７１ ２５２ △ ４，４１８

　仕入債務の増加又は減少（△）額 １９，８２６ △ ５，４１９ △ ２５，２４５

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ ５，８６０ △ ５，２２９ ６３１

　その他 １５，４７９ ８，１４７ △ ７，３３２

　小計 ５８４，４０６ ５２１，７０２ △ ６２，７０４

　利息及び配当金の受取額 ３，２７６ ３，２５２ △ ２３

　利息の支払額 △ ４，９９７ △ ４，７０５ ２９１

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ３６，２３６ △ ４７，７４２ △ １１，５０６

　営業活動によるキャッシュ・フロー ５４６，４４９ ４７２，５０６ △ ７３，９４２

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ２８８，１４２ △ ２７４，１７７ １３，９６５

　固定資産の売却による収入 ８，８８６ １５，８２１ ６，９３５

　投資有価証券等の取得による支出 △ ３８５ － ３８５

　投資有価証券等の売却による収入 １，４２９ ８４７ △ ５８１

　その他 ６３３ △ ８６ △ ７１９

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２７７，５７８ △ ２５７，５９４ １９，９８４

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入金の返済による支出 △ ６６，２２０ △ ６５，１２０ １，１００

　リース債務の返済による支出 △ ５４１ △ ５４４ △ ３

　配当金の支払額 △ １３３，５００ △ ５９，３９５ ７４，１０４

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２００，２６１ △ １２５，０５９ ７５，２０１

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 ６８，６０９ ８９，８５２ ２１，２４３

現金及び現金同等物の期首残高 １３８，６７２ ２０７，２８１ ６８，６０９

現金及び現金同等物の期末残高 ２０７，２８１ ２９７，１３４ ８９，８５２

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目

平成28年３月31日まで 平成29年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 17 期

平成27年４月１日から 平成28年４月１日から

第 18 期
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７．役 員 の 異 動 

 

 

平成２９年６月２３日予定 

 

（１）新任取締役候補 

 

中 江 康 二  （総務人事部長 総務人事部医療・健康管理センタ所長兼務） 

鳥 越   隆  （千葉事業部長 千葉事業部千葉支店長兼務） 

高 美 浩 一  （日本電信電話㈱ 経営企画部門担当部長） 

 

（２）新任監査役候補 

 

    小 林 清 志  （一般財団法人ゆうちょ財団 専務理事） 

 

（３）退任予定取締役 

 

取 締 役      柴 田  基 靖 （ＮＴＴソルコ＆北海道テレマート㈱ 入社予定） 

取 締 役      浅 野 健 志 （エヌ・ティ・ティ・インフラネット㈱ 入社予定） 

 

（４）退任予定監査役 

 

常勤監査役      佐 々 木 英 治 

 

（５）役員の人事の予定 

委嘱日 平成２９年６月２３日 

 

（新役職名および新委嘱・担当業務）   （氏  名）    （現役職名および現委嘱・担当業務） 

 

代表取締役副社長            井上 福造     代表取締役副社長 

ビジネス開発本部長                     ビジネス開発本部長 

リスクマネジメント担当                   リスクマネジメント担当 

経営企画担当                        経営企画担当 

総務人事担当                        総務人事担当 

財務担当                          財務担当                   

情報セキュリティ担当 

 

取締役                 矢野 信二     取締役 

ビジネス＆オフィス営業推進本部               経営企画部長 

副本部長                          情報セキュリティ担当 

 

取締役                 中村  浩     取締役 

宮城事業部長                        ビジネス開発本部副本部長 

宮城事業部宮城支店長兼務                  ビジネス開発本部第一部門長兼務 

東北復興推進室長兼務 
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取締役                 野池 秀幸     取締役 

東京事業部長                        北海道事業部長 

北海道事業部北海道支店長兼務 

 

取締役                 中江 康二 

総務人事部長 

総務人事部医療・健康管理センタ所長兼務 

 

取締役                 鳥越   隆 

営業推進本部販売企画部長 

営業推進本部事業推進部長兼務 

 

取締役                 高美 浩一 

経営企画部長 

 

委嘱日 平成２９年７月１日 

 

（新役職名および新委嘱・担当業務）   （氏  名）    （現役職名および現委嘱・担当業務） 

 

代表取締役副社長            井伊 基之     代表取締役副社長  

ビジネスイノベーション本部長                 ビジネス＆オフィス営業推進本部長 

 

取締役                 矢野 信二     取締役 

ビジネスイノベーション本部                 ビジネス＆オフィス営業推進本部 

副本部長                          副本部長 

 

取締役                 澁谷 直樹     取締役 

ネットワーク事業推進本部                  ネットワーク事業推進本部 

設備企画部長                        設備企画部長 

東京オリンピック･パラリンピック               ２０２０準備担当 

推進室長兼務                       

 

取締役                 原田 清志     取締役 

ビジネスイノベーション本部                 ビジネス＆オフィス営業推進本部 

副本部長                          副本部長 

ビジネスイノベーション本部                 ビジネス＆オフィス営業推進本部                

バリュークリエイト部長兼務                 ビジネス営業部長兼務  

 

取締役                 野池 秀幸     取締役 

東京事業部長                        東京事業部長 

東京事業部 

東京オリンピック･パラリンピック 

推進室長兼務 

 

（注）・新任監査役候補の小林清志氏は、社外監査役候補者です。 

   ・退任予定取締役は第１８回定時株主総会（６月２３日）終結時をもって辞任の予定です。 

   ・退任予定監査役は第１８回定時株主総会（６月２３日）終結時をもって辞任の予定です。 

 

以  上 


